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Big city Tokyo has developed decreasing remarkably the copse etc. which are the farmland and the 
familiar green tract of land which are agricultural infrastructure. However, the 21st century will come around 
and converting into the city planning which was adapted for the mature society which can realize qualitative 
abundance from the city planning which made old development the keynote by change of social situations, 
such as arrival of the decrease-in-population age and a rise of the Tokyo consciousness to city environment, is 
called for. Hino greeted rapid urbanization after the postwar high-growth era, and farmland changed to 
housing site. The agriculture of the inside Hino aims at "coexistence with a city."  
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１．はじめに 
大都市東京は，農業の生産基盤である農地や身近な緑地
である雑木林などを著しく減少させながら発展してきた．
しかしながら 21 世紀を迎え，人口減少時代の到来や都市
環境に対する都民意識の高まりなどの社会情勢の変化に
より，これまでの開発を基調としたまちづくりから質的な
豊かさが実感できる成熟社会に適応したまちづくりへと
転換することが求められている．一方，都市農業は，都民
ニーズに応える生活に密着した産業へと進展してきた．ま
た都市農地は，緑地や防災空間として，快適で安全な都市
環境を担う貴重な存在となっている．このように都市の農
業・農地は都民の生活を支える重要な役割を果たしている．
しかし市街化区域内農地へは宅地と同程度の課税がなさ
れ負担が大きいことや後継ぎ不足の問題も発生している． 
日野市は戦後の高度成長期以降急激な都市化を迎え，農
地が宅地へと変化していった．そのようななか，日野市の
農業は「都市との共存」を目指してきた．  
そこで本研究では，H4から H19までの土地利用や農地分
布・農地転用の観点から日野市の農地と未利用地の状態を
把握する．またコミュニティーガーデン周辺の一般住民の
環境保全に対する意識の把握を行うことを目的とした． 
 
２．対象地域 
 本研究では，長い歴史を背景とする生活に深く根ざした
「農ある風景」が様々なかたちで存続しているため，日野
市を対象地域とした． 
 
 
図 1 H19の農地分布図 
 
３．土地利用区分 
 平成 22 年土地利用現況調査を原資料とし，土地利用区
分を表 1に示す．使用年度は，H4・H9・H14・H19である.
原資料は土地利用現況調査土地建物用途分類記載内容を
27種目に区分されている．本研究では，この分類を 22種
目の土地利用に再区分し原データとした． 
 また本研究では，住宅系，公共系，商業系，工業系を建
築的土地利用とし，農用地，原野，森林，未利用地を非建
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築的土地利用と分類する．非建築的土地利用の中でも，農
用地，未利用地の減少の方が森林，原野より多いため，農
用地と未利用地に着目する． 
 
表 1 土地利用 22種目と区分設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        
出典）平成２２年土地利用現況調査 
 
（１）用途地域区分 
 日野市の土地利用の用途地域区分は第一種低層住居専
用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用
地域，第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二
種住居地域，準住居地域，近隣商業地域，商業地域，準工
業地域，工業地域，工業専用地域の 12 種類が設定されて
いる．どの年も第一種住居専用地域が最も高く，第二種住
居専用地域，住居地域と住居系の土地利用規制が全体の約
85％を占めている．近隣商業地域は年々増えているが，準
工業地域は減っている．また，商業地域と工業地域はあま
り変化がないことがわかった． 
 
表 2 用途地域区分の構成率 
 
 
（２）土地利用種目構成 
日野市全体の土地利用 22 種目別構成率を表 3 に示す．
どの年も独立住宅用地が最も高く，次に道路等が高い． 
また，H4から H19の 15年間の変化をみてみると，農用
地，原野，未利用地が減少している一方，独立住宅用地，
集合住宅用地，道路等増加していることがわかる．農用地
の減少の理由として農地や樹林地所有者の高齢化が考え
られる． 
 
 表 3 土地利用種目の構成率と変化 
 
４．日野市内における農地の分布 
 日野市において H5から H18にかけての市街化区域内農
地の推移を図 3に示す．市街化区域内農地の面積は，H5
から H18にかけて約 96haも減少している． 
特定市街化区域農地と生産緑地面積との内訳は，特定市
街化区域農地が H5から H18にかけて，約 93ha減少してい
る．生産緑地に関しては，H5と H18であまり変化はないも
のの，H14から H15にかけて約 10ha減少している．また，
生産緑地の比率は H5では約 45％だが，H18では約 66％ま
で高まっている．その理由として特定市街化区域農地の減
少が考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 市街化区域内農地の推移 
 
表 4に日野市の用途地域別農地面積を示す．日野市内の
農地は第１種低層住居専用地域に最も多く分布している
ことがわかる．同様に農地転用による土地利用転換を表 5
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に示す．H4から H19までの 15 年間の転用農地の面積は，
約 169haである．H4から H9までに転用された農地は，約
81haであり，未利用地等は約 31haである．同様に H9から
H14 では独立住宅が一番多く，独立住宅と集合住宅の住宅
系で約 36.6％を占めている．また H14 から H19 までの 5
年間に転用された農地は，約 41.6ha であり，独立住宅が
最も多く次に未利用地等の約 7.7haと続く．この 5年間に
関しても転用された農地の約 47.2%が H9から H14の 5年間
と同様，独立住宅と集合住宅の住宅系に転用されているこ
とがわかる． 
 
表 4 用途地域別農地面積 
 
 
 
表 5 農地転用による土地利用転換 
 
 
 次にカーネル密度推定法を用いて農地転用密度を算定
し，農地転用が多く発生している地点を明らかにする．転
用された農地の重心のポイントを利用し，バンド幅は 250m
とした． 
図 3に H4から H9における農地転用の密度を示す．この
図から，特定の地域で多く農地転用が発生していることが
わかる．転用密度の高い地区は，豊田地区，東光寺地区，
落川地区が挙げられる．これらは区画整理事業が行われて
いる地域で，区画整理区域外では，あまり高い転用はみら
れなかった．しかし広い範囲で転用が起きていることが確
認できる．図 4は H9から H14における農地転用の密度を
示したものである．区画整理事業中の地域では，豊田地区，
万願寺地区，東光寺地区で多くの転用が見られる．どの地
域も区画整理事業中であることが農地転用の大きな要因
であると考えられる．また区画整理区域外で大きく減少し
ている地区はみられなかった．同様に H14から H19までの
農地転用の密度を図 5に示す．この図から浅川周辺で農地
の転用が多く発生していることがわかる．もともと日野市
内の農地のうち，多くが浅川周辺に位置していたから転用
の割合も浅川周辺で高くなったと考えられる．また東光寺
地区や万願寺地区，豊田地区，平山地区など H14から H19
の間に区画土地整理が実施されている地区でも農地転用
密度が高いことがわかった． 
 
 
図 3 農地転用密度の分布（H4～H9） 
 
 
 
図 4 農地転用密度の分布（H9～H14） 
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図 5 農地転用密度の分布（H14～H19） 
 
５．低・未利用地について 
 用途地域別未利用地の面積を表 6に示す．H4から H9は
増加しているが，それ以降では減少していることがわかる．
その背景にH15は工場跡地や空地に大型高層マンション建
設が始まった年である．そのため年々大型マンションが増
え，未利用地が減少したのではないかと考えられる．しか
し，人口減少が当面続くことが想定されている中，空き地
や空き家は今後増加してくると考えられ，これに伴い管理
放棄の空き地や空き家も増加すると推察される．これらの
負の連鎖をいかに断ち切るかが今後の課題である． 
 
表 6 用途地域別未利用地面積 
 
 
 
 
図 6 未利用地分布図（H4） 
 
 
図 7 未利用地分布図（H19） 
 
図 6に H4の未利用地分布図，図 7に H19の未利用地分
布図を示す．どの年も日野市全体で幅広く未利用地が存在
していて多摩川や浅川，用水路沿いに多く存在している．
また平成4年の豊田地区と万願寺地区を中心に未利用地が
発生していることがわかる．しかし区画整理が行われてい
る川辺堀之内，東光寺地区では未利用地は少ないことがわ
かった． 
 
６．アンケート調査 
 調査対象地区は，せせらぎ農園のある新井地区を中心に，
「まちの生ごみ活かし隊」が週に 1度回収を行っている南
新井自治会（東），新井自治会（東），百草園自治会，百
草園団地自治会のエリア，それに加え，生ごみ回収の対象
エリアとされていない南新井自治会（西）である．この 5
つのエリアで農地保全に関するアンケートを実施した．た
だし生ごみ回収参加者が戸建て住宅がほとんどであるた
め，アンケートの配布は，戸建て住宅のみとした．配布は
ポスティング配布で，回収は同封の回収用封筒による調査
対象者からの郵送方法をとった．2010年 11月 12日に 632
部配布し，11月 30日までに 232部（回収率約 36.0％）回
収された．しかし記入漏れ等があったため，224部を有効
とした． 
 
 
図 8 対象エリア 
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表 7 配布部数 
 
 
表 8 設問内容 
 
 
（１）農業・農地保全に対する関心度 
 農業・農地保全に対するアンケートの結果は，「関心が
ある」と答えた人の割合は 75.9％となり，多くの人が農地
保全に対して関心が高いと考えられる．次に「農業・農地
を残したいか」については，「思う」と答えた人は 92.3％
となり，ほとんどの人が農地を残したいと考えていること
がわかった． 
 
 
図 9 農業・農地保全に対する関心度 
 
 
 
図 10 「農業・農地を残したいか」の回答結果 
 
（２）食への関心 
 「農産物を買う時に何を優先しますか」の質問では，「生
産過程」，「生産地」，「価格」がそれぞれ 30％前後ずつ
選択され，優先させるものにはばらつきがあった．年齢別
にみると，20代，30代，50代では「価格を優先させる」
との回答が 50％を超えていて，40代では「生産過程」，
60代では，「生産地」を選択する傾向があった． 
 
 
図 11 農産物購入時の優先度 
 
（３）環境への関心 
「ふだん着でＣＯ２を減らそうに関して，参加している」
と答えた人は 27.3％となっている．日野市の世帯数が
79,633世帯であり，2011年 5月 1日の時点で，24,236世
帯が行っている．その割合は，30.4％となっているため，
今回のアンケートの対象範囲での参加比率（27.3％）より
少し高くなっている．参加している人の傾向として，農
業・農地保全に対しても関心があり，農業体験したいとい
う傾向が強い．  
 
７．農業・農地の果たす多面的機能を発揮したまち
づくりの方向 
（１）農産物供給機能を活用したまちづくりの方向 
 市内の農産物の販売のほか，日野農産物直売所，JA日野
地区青壮年部が多摩平第七公園や日野駅東側広場などの
公共スペースで即売会を行っている．  
（２）レクリエーション機能を活用したまちづくりの方向 
 体験機会をつくるために宅地化農地を借り上げ，市民農
園として住民に貸し出す事業を行っている．平成 21 年度
現在，市内に 1912区画の市民農園がある．  
（３）コミュニティ機能を活用したまちづくりの方向 
 平成16年度から農業者の担い手不足を解消するために，
東光寺上地区にある農地を実習場として借りて，援農市民
養成講座「農の学校」を実施している． 
（４）教育機能を活用したまちづくりの方向 
日野産農産物を全小・中学校の学校給食に利用し，地元
で収穫された農産物を地元で消費する地産地消の更なる
推進を目指していく．  
（５）防災機能を活用したまちづくりの方向 
 まとまって存在する都市農地は，地震発生時における避
難場所，仮設住宅用地など様々な活用方法がある．また集
中豪雨などの際には，洪水発生を防止するといった機能も
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ある．  
（６）環境保全機能を活用したまちづくりの方向 
 農地には，ヒートアイランド現象の緩和，二酸化炭素の
排出抑制，大気浄化，資源循環といった優れた多面的特性
があり，その保全の必要性があるとしている．  
（７）景観形成・歴史文化伝承機能を活用したまちづくり
の方向 
 歴史・文化を伝える機会をつくり，地域の歴史・文化を
伝える機会をつくることで，農業をはじめとする地域の歴
史・文化を伝えることが可能となる．  
（８）東光寺地区 農と住が共生するまちづくりプラン 
主に住宅地が密集しているが，東光寺上地区に農地が密
集していることがわかる．（図 13）また，東光寺上地区に
ある農地は，東光寺地区の面積のおよそ半分を生産緑地と
して指定していることも明らかとなった．（図 14）そのた
め当地区は，農地と住居が共生している地域であることが
いえる．当地区の特徴としては，観光農園や畝売り農園等
新しい経営スタイルの農場が見られること，学校給食への
積極的な野菜の供給を行っている農業者が多いこと等が
挙げられる．また援農市民養成講座『農の学校』も開講さ
れている．平成 22年 3月に，農住共生のモデル地域とし
て先進的な取り組みを発信していくため，「日野市東光寺
上地区 都市と農業が共生するまちづくりプラン」を策定
した．このプランに基づき，日野の農業の発信拠点及び地
域の核となる施設として，(仮称)ファーマーズセンターを
設置する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12 東光寺地区の位置 
 
 
 
図 13 東光寺地区の土地利用（H19）  
 
図 14 東光寺上地区の分布現況 
 
８．結論 
 H4 から H19 の用途地域別面積から日野市内の農地は第
一種低層住居専用地域に多く分布していることがわかっ
た．また農地転用の結果から，転用農地面積は年々減少し
ていることもわかった．しかしカーネル密度推定法を用い
て農地の転用密度を分析した結果，農地転用密度の高い地
区の多くが土地区画整理の行われている地域だった．また
区画整理区外では，浅川周辺にある大規模な農地が存在し
ている地域において転用密度が高くなる． 
 未利用地に関しては，どの年も日野市全体で幅広く存在
していることも示せた．しかし，H4から H9まで未利用地
は増えているが，それ以降は減少していることがわかった．  
 コミュニティーガーデン周辺の住民意識は，農業・農地
保全への関心度は約 76％と高く，農地を残したいかという
質問に対しても約 9割を超えていたことから，地区全体で
農業・農地保全への意識が高いことが明らかとなった．「ふ
だん着でＣＯ２を減らそう」へ参加している人は，農業・
農地保全に対して関心がある傾向がある． 
 東光寺上地区にある農地は，地区面積の約半分を生産緑
地として指定されていることが明らかとなった． 
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